
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 福岡県 中間市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率の分析】
（合計）
歳出面においては、職員数の削減による人件費の減額などにより抑制されたが、歳入面においては、三位一体改革による普通交付税の
減額に対し、普通税、地方譲与税の増額が少なく経常一般財源で前年度から142,880千円の減少となり類団平均を大きく上回った。今後
は｢中間市行財政集中改革プラン｣を通じて歳出面においては経常経費の削減、歳入面においては徴収強化による市税の増収、使用料
等の引上げ等による財源確保に努め、経常収支比率の改善を目指す。
（人件費）
職員数の平均年齢が高いため類似団体平均を上回っている。「中間市行財政集中改革プラン」に基づき平成２２年４月１日までに職員数
の16.2％削減（平成17年4月現在365人を、平成22年4月現在で306人）を目標に削減を行う。
（物件費）
従来から必要最小限の緊縮予算措置を行っており、類団平均を大きく下回っている。今後も内部管理費の見直しを行い、経常経費の削
減を図っていく。
（扶助費）
扶助費総額は前年度よりも減少したが、三位一体改革による国県支出金の減少より経常経費充当一般財源が増加し、経常収支比率ガ
上昇した。類団平均と比較しても、生活保護費や児童福祉費が高い数値となっているため生活保護の適正受給の徹底等を中心とした扶
助費全般にわたる見直しに取り組み適正化を図る。
（公債費）
類似団体平均を若干上回る数値となっているが、新規の市債発行を抑制してきたことにより、平成21年度をピークに公債費総額は減少し
ていく見込となっている。今後も市債発行に頼らない財政運営を行うとともに、高金利債の繰上償還を行い公債費の抑制に努める。
（補助費等）
補助費等が類団平均を上回っているのは、関係団体等に対する補助金の額が多くなっているためである。今後は支出先団体の経営状
況を把握し、全補助金について費用対効果の検証を行い補助金額の抑制を図る。

【普通建設事業費（人口１人当たり）】
従来から新規単独事業の抑制を行っており、類団平均を大きく下回っている。今後も必要最小限の予算措置を行い、普通建設事業費の
削減と共に付随する市債発行の抑制を図る。


